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といっても、製品開発のように組
織という「モノ」を作り出すとい
うことではなく、組織を構成する
人と人の間の「関係」に焦点を当
て、関係を資源とみなし、その質・
量を開発するということです。
　人材を開発する、すなわち人の
能力を高め、モチベーションを高
め、能力を発揮させて成果をあげ
させるためには、人そのものだけ
でなく、人と人との関係にも働き
かける必要があることは明らかで
す。人の知識やスキルを開発する
教育においても、座学ではなく、
実際に経験したことから学びを得
る「経験学習」が重視されるよう
になってきており、「お互いに指
摘をし合える関係の開発」といっ
た、組織開発の要素を含まざるを
得なくなっています。
　さらに近年は、イノベーション
促進の文脈で、スキル開発ととも
に、いかにコラボレーションを生
み出すかということにも焦点を当
てる必要性が高まっており、人材
開発と組織開発を区別する意味は
ますます薄れています。
　以上から、人材開発には組織開

　前回は、データ活用で何をめざ
すかについて述べました。今回は、
データ活用そのものの話題に入る
前に、「人材開発」と「組織開発」
の関係について論じます。
　もともと人材開発と組織開発の
間に、はっきり線を引くことはで
きません。線を引く意味も小さく、
データの活用は線引きの意味をま
すますなくしています。
　そこで、あえて２つを区別せず、
人材開発と組織開発を一体に推進
することが得策です。そして、そ
れに対応して、「多面評価」と「社
員意識調査」に一貫性をもたせ、
連動させることにより、効果を高
めることが期待できます。

「組織開発」も人材開発部門の
ミッションとする

　人材開発は、「人」に焦点を当
てるものです。「人の開発」とい
うと、日本語として違和感があり
ますが、人をさまざまな潜在能力
をもつ資源とみなして、その資源
を開発するということです。
　一方、組織開発は、「組織」に
焦点を当てます。組織を開発する

発も当然含まれると考えるのが適
切です。本当は、これら２つを一
体化した概念があればよいのです
が、いまのところ見当たらないた
め、本連載では、「人材開発・組
織開発」と併記する形をとります。
　通常、会社には、人材開発部門
はあっても、組織開発部門はあり
ません。そうであれば、人材開発
部門のミッションに「組織開発」
を当然のこととして取り込んでい
くことが、人材開発部門の立場を
高めるために有益ではないでしょ
うか。
　組織開発をも部門のミッション
として明示することで、人材開
発部門を「採用と教育研修」の部
門とみなしてしまう、ありがちな
誤解を解いていくきっかけにもな
るはずです。また、「生産性向上」
といった、経営の根幹プロジェク
トの主管部門としての期待がかか
ってくることもあるでしょうし、
「人材開発部門＝戦略部門」との
位置づけにつながっていくことも
考えられます。そのために、部門
名称を、「人材開発部」ではなく
「人材・組織開発部」とすること
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を考えてもよいかもしれません。

「学習する組織」を
データで実現

　「学習する組織」という、人材
開発と組織開発を統合する考え方
があります。これは「メンバーの
学習を促進することで組織自体を
進化させる」という考え方ですが、
データはまさに、組織を「学習す
る組織」に変えることを促します。
　たとえば、マネージャーがチー
ムのパフォーマンスを改善したい
とします。自分の経験に基づく「マ
イセオリー」だけに頼らない、客
観的な視点をもつマネージャーで
あれば、いきなり自分の得意技の
施策に走るようなことはしないで
しょう。まず、あるべき組織運営
のチェックリストを作り、問題と
その原因を客観的に検討したうえ
で、最適な施策を組み合わせて適
用しようとするはずです。
　チェックリストの項目として
は、PDCAサイクルに沿って、「達
成すべき目標は明確か」、「一人ひ
とりの役割分担は明確か」、「スキ
ルや能力は足りているか」、「助け
合って仕事を終わらせているか」、
「不具合やミスは報告されている
か」、「役職や年齢にとらわれず発
言できるか」といったものが考え
られます。
　マネージャーには、このサイク
ルのどこにチームパフォーマン
スを阻害する要因があるかを見出

し、最適な施策を組み立てる
センスが問われます。マネー
ジャーとしてのセンスに自信
がない場合でも、上記のよう
なチェックリストを組織メン
バー間で共有できれば、リス
ト項目を反映した匿名のアン
ケートをメンバー全員に実施
し、その集計結果をメンバー
に公開して、「どこが問題か」、
「どうしたらもっと良くなる
か」を話し合うことができま
す。そうすれば、メンバー主導で
施策を考え、導入することができ
るでしょう。
　それがたとえ完璧な施策でない
としても、「３カ月後に、また同
じアンケートを実施して、結果を
みてみよう」ということにすれ
ば、メンバー一人ひとりがさまざ
まな観察をし始め、問題の原因へ
の洞察をもち始め、その次にはよ
り良い施策のアイデアが出てきま
す。
　これを定期的なイベントにする
ことで、マネージャー一人では思
いつかないアイデアが次々に生ま
れ、メンバーの意識や能力も高ま
り、組織としての知見も積み上が
っていくという、良いことづくめ
となります。
　これからの人材開発部門のミッ
ションは、このように、「データ
の活用によって組織を学習する組
織に変える」ことだといっても、
大きくはずれはしないでしょう。

仕事の IT基盤が
人材開発と組織開発を統合

　さらに、図表１のように、発展
が著しい「仕事の IT基盤」が、
人材開発と組織開発を物理的に統
合しつつあります。コミュニケー
ションツール、プロジェクト管理
ツール、成果物管理ツール等々、
さまざまなツールが普及しつつあ
り、とくに仕事の担い手がグロー
バルにつながっている先端 IT業
界では、こういったツールが仕事
のインフラになりつつあります。
　これらを仕事の基盤として導入
することで、一人ひとりの作業状
況が常に可視化され、他者が随時
コメントを入れたり、手を加えた
り、遠隔地で仕事をしていても常
に会議室環境にいるような状態に
なったり、「仕事はまず個人で進
めて、そのアウトプットを電子メ
ール等で互いにやりとりするも
の」という前提が大きく覆ります。

図表１　IT が人材開発と組織開発を
　　　　物理的に統合

人 人 人

人 人 人

人 人

同じ情報に基づいて仕事を推進
お互いの状況を可視化

振り返り



52 企業と人材  　2019年８月号 53企業と人材  　2019年８月号

　そうなると、個人レベルでのス
キル開発や生産性向上と、組織レ
ベルでのナレッジ開発と生産性向
上とが一体的に進んでいくため、
人材開発と組織開発の区別はもは
やなくなるといってよいでしょ
う。また、仕事のIT基盤を通じて、
さまざまなデータの収集と活用が
促進されることにも注目すべきで
す。
　逆に、「仕事の IT基盤の効果的
な導入は、人材開発・組織開発そ
のもの」ということもできます。
この分野に対して、人材開発部門
は知見をもつとともに、いかに導
入や使いこなし方をリードするか
を考えるべきでしょう。

社員意識調査と多面評価も
一体的にとらえるべき

　「人材開発と組織開発を一体的
に扱う」ということに対応して、
人材開発系の調査である「多面評
価（または360度評価、多面観察
等）」と、組織開発系の調査であ
る「社員意識調査（またはサーベ
イ、組織診断等）」とを、一貫性
のあるやり方で実施し、連動させ
て効果を上げることを考えるべき
です。
　この２つは、これまで別の施策
やプログラムとして位置づけられ
ていたかもしれません。たとえば、
多面評価は人事部門や人材開発部
門が主管しているのに対し、社員
意識調査は経営企画部門が主管し

ているという企業もあるでしょう。
　しかし、人材開発と組織開発の
線引きが厳密にはできないよう
に、「多面評価」と「社員意識調査」
も連続しているもので、厳密な線
引きはできません。図表２のよう
に、社員意識調査の一部を抜き出
して拡張し、それを多面的に評価
することにしたものが多面評価で
あるといえます。
　社員意識調査の設問に、「あな
たの上司（部門長）について」と
いう設問群を組み入れ、その設問
への回答部分だけ抜き出して、部
門別に集計し、部門長にフィード
バックすれば、それはそのまま、
部門長の多面評価（部下からの評
価）となります。
　逆に、多面評価において「○○
さんについて回答してください」
と問うかわりに「職場について回
答してください」と問えば、それ
はそのまま社員意識調査（職場サ
ーベイ）になります。多面評価を
実施しているのであれば、社員意
識調査を行うことは容易です。
　そして、多面評価と社員意識調
査とを関連づけて分析・フィード
バックすることには、大きな意義
があります。たとえば、メンバー
の「職場への満足度」が高い場合
に、その職場の上司にはどのよう
な特徴があるのか、ということを
分析し、管理職に求められる行動
を明らかにすることができます。
　多面評価の結果を管理職にフィ

ードバックする際にも、「あなた
の部下のモチベーションの状況は
こうですよ」、「一方、あなたの上
司としての行動に対する部下の評
価はこうなっています」、「今回の
調査の全体傾向分析からは、上司
のこのような行動が、部下のモチ
ベーションにとくに有効なこと
がわかりましたが、あなたの場
合はいかがですか」といったよ
うに、「部下のモチベーション状
況」と「自身の管理職としての行
動」とを関連づけてフィードバ
ックすることで、管理職の受け
止め方も真剣なものになります。

その他社内調査は2つの
調査の部分または派生形

　それ以外にも、社員には、「ス
キル調査」、「ストレスチェック」、
「コンプライアンスチェック」、「研
修事後アンケート」といった、さ
まざまな調査やアンケートへの回
答が求められていることでしょ
う。それらは、社員意識調査・多
面評価の一部分、ないしは派生形
として位置づけることができま
す。できるだけ社員意識調査、ま
たは多面評価のなかに統合するこ
とを考え、調査時期や頻度の都合
で切り離して実施せざるをえない
としても、設問の作り方、データ
加工の仕方、分析の仕方等は、社
員意識調査・多面評価と合わせて
おくのです。これによって、さま
ざまな調査の乱立が避けられ、社



52 企業と人材  　2019年８月号 53企業と人材  　2019年８月号

員の回答負担が軽減されるととも
に、統合的な分析・活用が容易に
なります。
　上記のものでいえば、スキル調
査は多面評価に統合できます。も
ともと、スキルレベルの振り返り
は、自己登録よりも多面評価にな
じむものといえます。「顧客知識
は十分である」、「商品知識は十分
である」といった大きなスキル項
目で多面評価に組み込み、細かな
職務経験等については、別途職務
履歴を登録させるか、プロジェク
トデータ等から機械的に収集する
ほうが適切でしょう。
　また、ストレスチェックも、本
来、社員意識調査に統合できるも
のです。「職場の人間関係は良好
である」、「十分な食事・睡眠がと
れている」といった設問を通じて、
社員意識調査のなかで把握できま
す。コンプライアンスチェックも、
「法令等遵守の姿勢は徹底してい
る」といった設問を通じて、社員

意識調査に統合できます。
　さらに、研修時の事後アンケー
トに関しても、「当社の教育研修
は業務に役立っている」、「今後実
施してほしい研修は？」といった
設問で、社員意識調査のなかに統
合できます。研修の都度アンケー
トを行うのであれば、「研修の評
価」よりもむしろ、「学んだこと
を仕事でどのように活用するか」、
「１カ月後に何が変わっているこ
とを約束できるか」といった設問
で、業務への活用を促すとともに
研修事後フォローも行うものと
し、「研修の一環」と位置づける
ほうが本来、望ましいといえます。

人材開発部門は質問票による
調査データを扱う

　次回にあらためて詳述します
が、データといってもたくさんの
種類があります。人材開発部門が
中心的に扱うのは「質問票による
調査」、平たくいえば、「アンケー

ト」による調査データです。
　あえてアンケートと呼ばずに、
質問票による調査というのは、ア
ンケートが単に聞く側が聞きたい
ことを聞くものにすぎないのに対
し、質問票による調査は、調査し
たいテーマについてたしかな知見
が得られるように、質問の仕方、
分析の仕方、知見の引き出し方、
フィードバックの仕方まで、内容
とプロセスを注意深く組み立てる
ことを前提とするからです。
　たとえば、「教育研修の事後ア
ンケート」の場合、単に「この研
修に満足しましたか」と投げかけ
るのはアンケートですが、「研修
の効果性を高めるための調査」と
位置づけ、「研修への期待」、「研
修への満足」、「研修内容の活用」
などと体系的に質問を投げかけ、
回答を分析して得られた知見をま
とめて報告・フィードバックする
ことは、「質問票による調査」と
いえます。
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図表２　社員意識調査と多面評価は連続している
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